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   能美市手話言語条例 

  

 

 前文 

 手話は、手指の動き、表情等で表現をする独自の言語体系を有する言語であり、聞

こえる人たちの音声言語と同様に、ろう者(聴覚障がい者であって、手話を言語とし

て日常生活又は社会生活を営む者をいう。以下同じ。)が文化を構築し、その誇り、

生きた証として大切に受け継がれたものである。しかし、過去には口話法の普及によ

り、ろう学校での手話の使用が禁止され、社会では手話を使うことで誤解や偏見が生

じ、ろう者は不安を感じながら生活してきた。 

こうした中、平成１８年(２００６年)１２月に国連で採択された「障害者の権利に

関する条約」や、平成２３年(２０１１年)８月に成立した「障害者基本法の一部を改

正する法律(平成２３年法律第９０号)」で「手話は言語である」と定められるととも

に、平成２５年(２０１３年)には、全ての国民が障害の有無によって分け隔てられる

ことなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資するため

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(平成２５年法律第６５号)」が制

定された。 

このように、今後は手話による情報の入手や意思疎通を図るための社会構築が求め

られている。しかし、現代においては、手話への理解が広がりつつあるものの、日常

生活又は社会生活の場では、市民が手話と接する機会は限られている。 

 能美市は、手話の理解と普及促進を通じて、全ての市民が相互に人格と個性を尊重

し、支え合い安心して暮らすことができる共生社会の実現を目指して、この条例を制

定する。 

 (目的) 

第１条 この条例は、手話が言語であることへの理解の促進及び手話の普及に関する
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基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにするとともに、

手話に関する施策(以下「施策」という。)に係る基本的事項を定めることにより、

これを総合的かつ計画的に推進し、誰もが安心して暮らせる共生社会を実現するこ

とを目的とする。 

 (基本理念) 

第２条 手話は、独自の言語体系を有する言語であるとともに、ろう者が日常生活又

は社会生活を営むために積み重ねてきた文化でもあり、その誇り、生きた証とし

て大切に受け継がれてきたものであることを理解しなければならない。 

２ 手話を必要とする人は、手話の利用について基本的人権を享受する個人として、

その尊厳と個性が尊重される権利を有する。 

 (市の責務) 

第３条 市は、前条に規定する基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、手

話に対する理解を促進し、及び手話を使いやすい環境の整備のために、必要な施

策を推進するものとする。 

 (市民の役割) 

第４条 市民は、基本理念にのっとり、手話に対する理解を深め、その能力に応じて、

誰もが安心して暮らすことのできる環境の実現に寄与するよう努めるとともに、

市が推進する施策に協力するよう努めるものとする。 

 (事業者の役割) 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、手話に対する理解を深め、手話を必要とす

る人が利用しやすいサービスを提供するよう努めるとともに、市が推進する施策

に協力するよう努めるものとする。 

 (施策の推進) 

第６条 市は、次に掲げる施策を総合的かつ計画的に推進するものとする。 

 (１) 手話への理解及び手話の普及に関する施策 

 (２) 手話による情報を得る機会の拡大に関する施策 

 (３) 手話通訳者の養成及び派遣等、手話による意思疎通の支援の拡充に関する施
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策 

 (４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める施策 

２ 市は、障がい者施策に関する各種計画と整合性を図りながら、前項各号に掲げる

施策を推進するものとする。 

３ 市は、施策の推進にあたり、必要に応じて関係者等の意見を聴くものとする。 

 (財政上の措置) 

第７条 市は、施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものと

する。 

 (その他) 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し、必要な事項は、市長

が別に定める。 

   附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 


